
新
し
い
も
の
は
８
月
１
日
（火）

か
ら
使
用
で
き
ま
す

　
届
い
た
被
保
険
者
証
と
高
齢
受
給

者
証
は
、
８
月
１
日
か
ら
使
用
す
る

こ
と
が
で
き
ま
す
。

　
現
在
使
用
し
て
い
る
被
保
険
者
証

と
、
高
齢
受
給
者
証
の
有
効
期
限
は

７
月
31
日
（月）
ま
で
で
す
。

送
付
時
期
／
●
被
保
険
者
証
：
７
月

中
旬　
●
高
齢
受
給
者
証
：
７
月
下

旬限
度
額
適
用
認
定
証
な
ど
の

申
請
も
忘
れ
ず
に

　
医
療
機
関
の
窓
口
で
提
示
す
る
と
、

自
己
負
担
限
度
額
ま
で
の
支
払
い
に

な
る
「
限
度
額
適
用
認
定
証
」
や
、

「
限
度
額
適
用
・
標
準
負
担
額
減
額

認
定
証
」
の
有
効
期
限
も
７
月
31
日

ま
で
で
す
。

　
８
月
１
日
か
ら
使
用
す
る
認
定
証

は
、
次
の
方
法
で
受
け
取
る
こ
と
が

で
き
ま
す
。

〈
国
保
に
加
入
し
て
い
る
人
〉

　
被
保
険
者
証
と
印
鑑
を
持
参
し
、

保
険
年
金
課
か
各
支
所
で
申
請
し
て

く
だ
さ
い
。
さ
か
の
ぼ
っ
て
の
認
定

は
で
き
ま
せ
ん
。　

〈
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に
加
入
し

て
い
る
人
〉

　
現
在
認
定
証
が
交
付
さ
れ
て
い
る

人
で
、
８
月
１
日
以
降
も
対
象
と
な

る
人
に
は
、
新
し
い
認
定
証
を
被
保

険
者
証
と
一
緒
に
送
付
し
ま
す
。

申
し
込
み
・
問
い
合
わ
せ
先

保
険
年
金
課

　
国
民
健
康
保
険
班

☎
62
‐
５
３
３
１

　
高
齢
者
医
療
年
金
班

☎
62
‐
５
８
８
２

対　象 所得区分 交付申請できる認定証

国
民
健
康
保
険

70歳未満

住民税課
税世帯 限度額適用認定証

住民税非
課税世帯

限度額適用・標準負担額減額
認定証または標準負担額減額
認定証

70歳以上75歳未満

住民税課
税世帯

高齢受給者証を提示すること
で、自己負担限度額までの請
求となります。

住民税非
課税世帯

限度額適用・標準負担額減額
認定証または標準負担額減額
認定証

後
期
高
齢
者
医
療
制
度

●75歳以上
●�65歳以上75歳未
満で一定の障害が
あり認定された人

住民税課
税世帯

被保険者証を提示すること
で、自己負担限度額までの請
求となります。

住民税非
課税世帯

限度額適用・標準負担額減額
認定証

※�国保加入者の「限度額適用認定証」「限度額適用・標準負担額減額認定証」
の交付には、国民健康保険税を完納していることが条件になります。

限度額適用認定証・標準負担額減額認定証の対象

75
歳
以
上（
一
定
の
障
害
が
あ
る
人
は
65
歳
以
上
）の
人
の

後
期
高
齢
者
医
療
被
保
険
者
証
と

70
歳
以
上
75
歳
未
満
の
人
の
高
齢
受
給
者
証（
国
保
）が
届
き
ま
す
。

市
で
は
農
業
情
勢
の
変
化
に
伴
い
、
平
成
29
〜
31
年
度
に

農
業
振
興
地
域
整
備
計
画
の
全
体
見
直
し
を
実
施
し
ま
す
。

そ
の
た
め
、
農
用
地
区
域
か
ら
の
除
外
申
請
な
ど
の
受
け
付
け
は
、

平
成
30
年
３
月
30
日
（金）
ま
で
で
、
そ
の
後
一
時
中
断
し
ま
す
。

受
け
付
け
は
あ
と
２
回

　
通
常
、
除
外
申
請
な
ど
の
受
け
付

け
は
年
２
回
行
っ
て
い
ま
す
が
、
全

体
見
直
し
に
伴
い
、
本
年
度
で
一
時

中
断
し
ま
す
。
締
め
切
り
は
次
の
と

お
り
で
す
。

第
１
回
締
め
切
り
／
９
月
29
日
（金）

第
２
回
締
め
切
り
／
平
成
30
年
３
月

30
日
（金）

受
付
場
所
／
農
水
産
課

※
編
入
、
用
途
変
更
も
同
様
で
す
。

申
請
の
受
け
付
け
再
開

　
全
体
見
直
し
後
の
除
外
申
請
な
ど

の
手
続
き
は
、
平
成
31
年
９
月
２
日

（月）
か
ら
受
け
付
け
、
９
月
30
日
（月）
の

締
め
切
り
を
め
ど
に
再
開
す
る
予
定

で
す
。

　
全
体
見
直
し
の
状
況
に
よ
っ
て
、

再
開
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
は
変
わ
る
こ
と

が
あ
り
ま
す
。

農
用
地
区
域
の
除
外
申
請
と
は

　
旭
市
農
業
振
興
地
域
整
備
計
画
で

は
、
将
来
に
わ
た
っ
て
農
業
の
た
め

に
利
用
し
て
い
く
べ
き
土
地
を
、
農

用
地
区
域
と
し
て
定
め
て
い
ま
す
。

通
常
こ
の
区
域
で
は
、
宅
地
の
造
成
、

建
物
の
設
置
な
ど
、
農
業
以
外
の
目

的
の
開
発
行
為
を
行
う
こ
と
は
で
き

ま
せ
ん
。
や
む
を
得
な
い
理
由
が

あ
っ
て
開
発
行
為
が
必
要
と
な
っ
た

場
合
は
、
事
前
に
農
用
地
区
域
か
ら

除
外
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　
農
機
具
倉
庫
や
畜
舎
な
ど
、
農
業

上
必
要
な
施
設
で
あ
っ
て
も
、
用
途

変
更
を
行
う
必
要
が
あ
り
ま
す
。

申
し
込
み
･
問
い
合
わ
せ
先

農
水
産
課
農
業
基
盤
整
備
班

☎
68
‐
１
１
７
３

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
被
保
険
者
証
と

国
民
健
康
保
険
の
高
齢
受
給
者
証

旭
市
農
業
振
興
地
域
整
備
計
画
の

全
体
見
直
し
を
実
施

除
外
申
請
な
ど
は
平
成
30
年
３
月
30
日
（金）
ま
で
に

届
き
ま
す
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